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戦時下の民衆生活
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戦時下の財閥
総動員体制の下の経済統制の進展の下で各経済主体は

 どのように対応したであろうか。

企業は、新体制運動の下で、生産責任者制度などを受け
 入れながら、事業展開を図った。

企業整備によってその存立を認められなかった中小の事業
 者と対比すると、軍需工業の発展の中心的な役割を担った
 のは、右の表から明らかなように、財閥であった。
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30年代初頭には財閥批判の急先鋒であった軍
 部は統制経済の深化とともに財閥の事業力に多

 くを依存した。戦時体制の維持に、財閥の事業
 経営力は不可欠であった。

財閥は日本経済に占めるウエイトを戦争終結
 時に向かって増大させたが、その拡大を支えた
 のは傘下の重化学工業部門の急成長であった。

財閥は、この時期に追加的投資のほとんどを軍
 需関連の重化学工業に集中し、軍需生産の拡大
 を支えた。財閥は戦時体制下の急激な産業構造
 の変化に柔軟に対応したのである。
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財閥の事業投資の拡大

三井 三菱 住友

金融 1937年 4.3 7.7 3.6

1941年 4.5 8.0 3.7

1945年 13.9 13.1 5.4

重工業 1937年 5.9 5.2 3.4

1941年 7.8 6.0 3.6

1945年 12.7 10.7 8.3

傘下事業計 1937年 3.5 3.3 2.1

1941年 4.4 4.3 2.1

1945年 9.5 8.4 5.2
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%

分野別投資残高の構成比 増加分の寄与率

1937年 1941年 1945年 37-41年 41-45年

三井 金融 11.5 5.4 5.5 5.6

鉱業 26.5 25.1 15.8 23.8 8.9

重化学 22.1 39.9 56.6 55.9 68.9

軽工業 13.8 12.2 8.9 10.7 6.6

その他 26.0 17.4 13.2 9.8 10.1

三菱 金融 22.1 10.6 6.2 2.4

鉱業 18.6 20.3 10.6 21.9 2.3

重化学 27.1 36.5 57.5 45.2 75.4

軽工業 11.5 7.7 2.5 4.1 -1.9

その他 20.7 24.9 23.3 28.8 21.9

住友 金融 15.1 10.3 4.1 0.7

鉱業 8.8 6.1 7.2 7.8

重化学 35.2 65.5 80.5 131.4 88.7

軽工業 9.4 1.4 1.8 -16.0 2.0

その他 31.4 16.7 6.4 -15.3 0.8
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動員される民衆

労働運動や農民運動は、戦時体制の深化とともにその
 活動の基盤を失っていく。特に産業報国会が結成され、

 これに従業員団体が一本化されるとともに労働組合はそ
 の存立がほとんど認められなくなった。その結果、次表に
 明らかなように、労働組合数、小作組合数、さらにその組
 合員数は太平洋戦争開戦時までにほとんど壊滅状態と

 なった。

産業報国会

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「大日本産業報国会創立大会」

の写真を省略させていただきます。
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労働運動と民衆運動

労働組合 労働争議 小作組合 小作争議

組合数 組合員数 件数 参加人員 組合数 組合員数 件数 参加人員

1937 837 395,290 628 123,730 3,879 226,919 6,170 63,246

1938 731 375,191 262 18,341 3,643 217,883 4,615 52,817

1939 517 365,804 358 72,835 3,509 210,208 3,578 25,904

1940 49 9,455 271 32,949 1,029 75,930 3,165 38,614

1941 11 895 159 10,867 294 23,595 3,308 32,289

1942 3 111 173 9,625 185 15,802 2,756 33,185

1943 3 155 292 10,626 99 9,542 2,424 17,783

1944 216 6,627 34 3,742 2,160 8,213

1945 509 380,677 95 35,647
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もちろん、そうした状況の下でも、労働条件や小作条件
 の改善を求める民衆たちの運動がまったく絶えてしまっ
 たわけではなかったが、その実態は、小規模な争議が散

 発的に起こるというものであった。
「挙国一致」というスローガンのもとに、国民の相互監視

 を求め、兵力として動員するだけでなく、非戦闘員まです
 べて戦争体制に協力することを求めた。

43年に学徒動員が決定され、44年にはいると女子挺身隊
 の結成が求められ、不足する労働力を補充するため中

 学生が軍需工場に動員されて、なれない工場作業に従
 事した。

また、満州への移民を促されて植民に向かった農民たち、
 さらに、朝鮮、満州をはじめ各地で強制的に徴用・連行さ

 れて国内の鉱山や工場の労働力として投入された朝鮮・
 中国の民衆たちと、戦争は際限のない民衆動員を展開し
 た。
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勤労動員と学徒出陣 ‡

‡

‡

左：青森空襲を記録する会提供

右２枚：日本近代史研究会編『画報近代百年史』第17集

 

p.1304より引用
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民衆生活の窮乏

軍需生産優先の生産体制のために民衆生産に必要な物資
 の生産は大きく圧縮され、物不足が深刻化し、配給制の下で

 消費生活の自由が奪われていく。

例えば、1937年を100として、

毛織物の供給量は41年に23、43年に８、

綿織物
 
では41年に14、43年に８

と民需品の供給は極端に押さえ込まれた。

このような状況は、程度の差こそあれ、交戦国ではどこでも
 生じた。しかし、それでも同じ敗戦国であったドイツと比べる
 と、個人消費支出の水準は敗戦時にかけて日本の方が大き

 く切り下げられていた。
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金属回収
‡

‡

左：鉄くずの回収（昭和館蔵）

右：日本近代史研究会編『画報近代百年史』第17集

 

p.1312より引用
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上野不忍池の田植え

白米禁止と
代用食

‡

‡

右２枚：日本近代史研究会編『画報近代百年史』より引用

著作権処理の都合で、
この場所に挿入されていた

「上野・不忍池の田植え」

の写真を省略させていただきます。



ドイツ 日本

1930 93.6 94.8

1931 87.0 93.9

1932 78.6 93.9

1933 79.3 93.9

1934 84.6 96.5

1935 88.1 93.1

1936 91.8 95.6

1937 100.0 100.0

1938 105.6 99.1

1939 114.0 93.9

1940 105.6 84.4

1941 102.7 81.7

1942 92.9 78.3

1943 91.4 73.9

1944 83.0 60.9

‡

‡

日本近代史研究会編
『画報近代百年史』
第15集・第16集より引用



戦時体制下の日本とドイツの民衆生活

１日１人当たりの食糧消費量をとってみても、ドイツでは1939
 年から43年にかけて2800～2900カロリーを維持し、45年でも

 2700カロリーをわずかに下回ったに過ぎなかった。最低限の
 食糧供給から見れば、ドイツでは開戦から終戦まで食糧消

 費量はほとんど変わらなかったが、日本では、1942年までは
 1930年代の平均水準を維持したとはいえ、43年には87％に

 低下し、45年には３分の２の水準に低下した。アメリカの戦略
 爆撃調査団によると、「ドイツと比べて、日本における市民の
 経済生活の悪化は長く続き、戦略爆撃開始前にすでに市民
 にとって困難な段階に達していた。



・・・日本の市民はドイツの市民よりも、これを越えると遂には
 餓死もしくは病死してしまう最低限界線にはるかに近づいて

 いた」と報告している。このような差は、43年４月にヒットラー
 が「これ以上の民需品購入に対する制限は望まない」と声明
 したことから知られるように、ナチスの政権が意識的に民需

 生産の一定以上の維持に配慮したのに対して、日本ではそ
 うした政策的配慮がまったく行われなかったという、政権の

 基盤の差に求められる。曲がりなりにも「下からの」運動とし
 て生まれ、選挙を通して政権を奪い取り、強権的な統合を成
 し遂げたナチス政権は、自らの支持基盤を裏切ることはでき
 なかったが、日本政府は民衆の生活を考慮することはなかっ
 た。
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植民地・占領地通貨 ‡
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インフレーション
‡

日本銀行編『「日本金融史資料・昭和篇』第２７巻より
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